
証券コード：3098

2020年６月25日（木曜日）
午前11時

日 時

東京都大田区下丸子３-１-３
大田区民プラザ『大ホール』

場 所

(末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

目 次

■ 第12回定時株主総会招集ご通知 ……………   1
■ 事業報告…………………………………………   7
■ 連結計算書類…………………………………… 30
■ 連結監査報告書………………………………… 33
■ 計算書類………………………………………… 35
■ 監査報告書……………………………………… 38
■ 株主総会参考書類……………………………… 41
　第１号議案　剰余金の処分の件……………… 41
　第２号議案　取締役 (監査等委員である取締
　　　　　　　役を除く｡) ５名選任の件……… 42
　第３号議案　監査等委員である取締役
　　　　　　　３名選任の件…………………… 47

第12回
定時株主総会
招 集 ご 通 知

　第４号議案　補欠の監査等委員である取締役
　　　　　　　１名選任の件…………………… 50

・新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、
本株主総会につきましては、極力、書面または
インターネット等により事前の議決権行使をい
ただき、株主様の健康状態にかかわらず、株主
総会当日のご来場をお控えいただくよう強く
お願い申しあげます。
・本年は株主様向けのイベントの実施とサンプル
のご提供を取りやめさせていただきます。何卒
ご理解賜りますよう宜しくお願い申し上げます。
 ・会場内は座席間隔を十分にとった配置となり、
状況によってはご入場を制限させていただく場
合がございます。また、会場入口において
サーモグラフィによる検温やマスク着用・手指
等のアルコール消毒へのご協力をお願いする
場合がございます。何卒ご理解賜りますよう
お願い申し上げます。
 ・株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等
の発表内容等により対応を更新する場合がご
ざいます。インターネット上の当社ウェブサイト
（https://corp.cocokarafine.co.jp/）より、
発信情報をご確認くださいますよう、併せてお
願い申しあげます。

【新型コロナウイルスに関するお知らせ】
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証券コード 3098
2020年６月４日

株 主 各 位
神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目17番６号
株式会社ココカラファイン
代表取締役社長 塚 本 厚 志

第12回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第12回定時株主総会を下記のとおり開催いたします。
　なお、株主の皆さまにおかれましては、新型コロナウイルス感染防止拡大の観点
から、本株主総会につきましては、極力、書面またはインターネット等により事前
の議決権行使をいただき、株主様の健康状態にかかわらず、株主総会当日のご来場
をお控えいただくよう強くお願い申し上げます。
　お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討のうえ、３頁から６頁に記載の方法
により、2020年６月24日(水曜日)午後５時50分までに議決権を行使くださいます
ようお願い申し上げます。

敬 具
記

１. 日 時 2020年６月25日（木曜日）午前11時
２. 場 所 東京都大田区下丸子３－１－３

大田区民プラザ 『大ホール』
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

●新型コロナウイルス感染拡大防止のため、会場内は座席の間隔を十分にとった
　配置とさせていただきます。状況によりましては、ご入場の制限をさせていただ
　く場合もございますので、予めご了承賜りますようお願い申し上げます。
３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １．第12期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査
等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第12期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
計算書類報告の件
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決 議 事 項
　第１号議案 剰余金の処分の件
　第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
　第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
　第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
※ １．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い

申し上げます。
２．以下の事項につきましては、法令および定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ
イト（https://corp.cocokarafine.co.jp/ir/stockinfo/annualmeeting.html）に掲載しておりますの
で、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。
①連結計算書類の連結注記表
②計算書類の個別注記表

なお、監査等委員会または会計監査人が監査報告または会計監査報告を作成するに際して監査をした連
結計算書類および計算書類は「添付書類」に記載の各書類のほか、当社ホームページに掲載している連
結注記表および個別注記表となります。

３．株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（https://corp.cocokarafine.co.jp/ir/stockinfo/annualmeeting.html）
に掲載させていただきます。



株主総会ご出席

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。

2020年６月25日午前11時株主総会
開催日時

郵　送

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、行使期限までに到着するようご返送くだ
さい。

2020年６月24日午後５時50分到着行使期限

議決権行使についてのご案内
　株主様における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。「株主総会参考書類」を
ご検討のうえ、議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。
　議決権の行使には以下の３つの方法がございます。

インターネット

当社指定の議決権行使サイト
（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、行使期限までに賛否をご入力ください。

2020年６月24日午後５時50分まで行使期限

詳細は次頁以降をご覧ください

ご　推　奨
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2020年６月24日　午後５時50分到着行使期限

議決権行使書のご記入方法のご案内

※  当日ご出席の場合は、議決権行使書の郵送またはインターネット等による議決権行使のお手続きはいずれも不要です。

こちらに、各議案の賛否をご記入ください。

△

賛成の場合：「賛」の欄に○印を△

反対の場合：「否」の欄に○印を

第１、４号議案 △

全員賛成の場合：「賛」の欄に○印を△

全員反対の場合：「否」の欄に○印を△

一部の候補者を：
　反対される場合

「賛」の欄に○印をご表示のう
え、反対される候補者の番号
をカッコ内にご記入ください。

第２、3号議案
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2020年６月24日　午後５時50分まで行使期限

インターネット等による議決権行使方法のご案内

ログインID・仮パスワードを入力する方法

「次の画面へ」をクリック

「ログイン」をクリック

8文字以上12文字以内で、英字、数字、記号の
3種類全て含めて、半角で入力してください。

利用可能な記号は ! # $ ( ) * + - , . / : = @ [ ] ^ _ ` { } ~ です。

1.  議決権行使サイトに 
アクセスする

2.  お手元の議決権行使書用紙の 
副票（右側）に記載された「ログイン 
ID」および「仮パスワード」を入力

3.  「新しいパスワード」と 
「新しいパスワード（確認用）」 
の両方に入力

議決権行使サイト
https://evote.tr.mufg.jp/

以降は画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

「送信」をクリック

QRコードを読み取る方法

※下記方法での議決権行使は1回に限ります。

「ログイン用QRコード」を読み取りいただくことで、「ログインID」および「仮パスワード」が入力不要でログ
インいただけます。

議決権行使書副票（右側）

1. QRコードを読み取る 3. 各議案の賛否を選択

2. 議決権行使方法を選ぶ

「ログイン用
QRコード」はこちら

お手持ちのスマートフォンにて、
同封の議決権行使書副票（右側）
に記載の「ログイン用QRコード」
を読み取る。

議案賛否方法の選択画面が表示さ
れるので、議決権行使方法を選ぶ。

画面の案内に従って各議案の賛否を選択。

画面の案内に従って行使完了です。

２回目以降のログインの際は…
右頁に記載のご案内に従ってログイン
してください。
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インターネット等による議決権行使のご利用上の注意点
電磁的方法(インターネット等)により議決権を行使される場合は、下記事項をご確認
のうえ、2020年６月24日(水曜日)午後５時50分までに行使ください。なお、当日
ご出席の場合は、議決権行使書の郵送またはインターネット等による議決権行使の
お手続きはいずれも不要です。

記
1 議決権行使サイトについて
⑴  インターネットによる議決権行使は、パソコン、
スマートフォンまたは携帯電話から、当社の指定
する議決権行使サイト(https://evote.tr.mufg.
jp/)にアクセスしていただくことによってのみ実
施可能です。（ただし、毎日午前２時から午前５時
までは取り扱いを休止します。)

⑵  パソコン、スマートフォンまたは携帯電話による
インターネットのご利用環境やご加入のサービ
ス、ご使用の機種によっては、議決権行使サイト
がご利用できない場合があります。詳細につきま
しては、下記ヘルプデスクにお問い合わせくださ
い。

2 インターネットによる議決権行使方法について
⑴ パソコン、携帯電話による方法
・議決権行使サイト(https://evote.tr.mufg.jp/)に
おいて、議決権行使書用紙に記載された「ログイ
ンID」および「仮パスワード」をご利用いただき、
画面の案内に従って賛否をご入力ください。

・株主様以外の第三者による不正アクセス等を防止
するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイ
ト上で「仮パスワード」の変更をお願いすること
になりますのでご了承ください。

⑵ スマートフォンによる方法
・ 議決権行使書用紙に記載の「ログイン用QRコード」
をスマートフォンにより読み取ることで、議決権
行使サイトに自動的に接続し、議決権行使を行う
ことが可能です。

(｢ログインID」および「仮パスワード」の入力は
不要です｡)

・セキュリティの観点からQRコードでのログインは
１回のみとなります。
２回目以降は、QRコードを読み取っても「ログイ
ンID」「仮パスワード」の入力が必要になります。

・スマートフォン機種により、QRコードでのログイ
ンが出来ない場合があります。
QRコードでのログインが出来ない場合には、上記
２．(1)パソコン、携帯電話による方法にて議決権
行使を行ってください。
※QRコードは(株)デンソーウェーブの登録商標で
す。

3 議決権行使サイトへのアクセスに際して
    発生する費用について
パソコン、スマートフォンまたは携帯電話による
議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する
インターネット接続料・通信料等は株主様のご負
担となります。

4 複数回にわたり行使された場合の
    議決権の取り扱い
⑴  郵送とインターネットにより重複して議決権を行
使された場合は、インターネットによる議決権行
使を有効とさせていただきます。

⑵  インターネットにより複数回にわたり議決権を行
使された場合は、最後に行使された内容を有効と
させていただきます。

システム等に関する
お問い合わせ

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部(ヘルプデスク)
　　0120-173-027(通話料無料)　　　　受付時間　9:00～21:00

機関投資家の皆様へ：議決権行使の方法として、「議決権電子行使プラットフォーム」をご利用いただけます。

以　上
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(添付書類)
事 業 報 告
( 2019年 ４月１日から
2020年 ３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
　(1) 事業の経過およびその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に緩や
かな景気回復基調で推移してまいりましたが、米中貿易摩擦、新型コロナウイ
ルスの世界的な感染拡大等の影響により、景気悪化が懸念される状況となりま
した。
　当社が属するドラッグストア業界は、同業各社の積極的な出店やＥＣ拡大に
よる購買チャネルの多様化、消費税率引き上げの影響による節約志向等により
厳しい経営環境が続きました。足元では、新型コロナウイルス感染拡大による
経済活動の停滞により、一層厳しさを増しております。また、調剤薬局業界に
おいては、社会保障・医療の質に対する国民意識の高まりを背景に、高度な服
薬指導、服薬情報の一元的・継続把握を行う「かかりつけ薬剤師」の育成や
「健康サポート薬局」の展開、後発医薬品の使用促進等、業界として多様な医療
ニーズへの対応が求められております。
セグメント別の業績は次のとおりであります。

①ドラッグストア・調剤事業
当社は、「人々のココロとカラダの健康を追求し、地域社会に貢献する」と
いう経営理念のもと、グループ全社が一体となってお客様へのサービスや利
便性を徹底的に高めると同時に、高収益体質への変革を推進しております。
2020年３月期におきましては、（ⅰ）利便性を高めた都市型生活対応店舗や
調剤店舗の拡充、（ⅱ）新設した「商品・店舗企画部」におけるマーケティン
グ、商品選定、販売促進、店舗設計・改装等を行う一気通貫型の店舗づくり、
（ⅲ）ココカラクラブカードやスマートフォン用アプリ「ココカラ公式アプ
リ」、多様化する決済方法への対応や共通ポイントサービスの導入などを活用
した全方位営業、（ⅳ）お客様相談センターやココカラ公式アプリを通じて寄
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せられる「お客様の声」をもとにした接客・接遇サービスの改善、（ⅴ）調剤
事業における多様な医療ニーズ・診療報酬改定への対応、地域の方々の健康
増進を支援する「健康サポート薬局」づくり、（ⅵ）店舗オペレーションの効
率化・生産性向上を目的とする、タブレット型ＰＯＳレジの全店導入、調剤
事業におけるレセコン（診療報酬明細書作成等をするシステム）の全店統一
等、諸施策を推進いたしました。
　新規に48店舗を出店、57店舗を退店し、収益改善を図るとともに、34店
舗の改装を実施し、店舗の新陳代謝を促進いたしました。当連結会計年度末
の当社グループ店舗数は、次表のとおり1,345店舗、調剤取扱店舗数は314
店舗となりました。
　ドラッグ事業におきましては、天候不順による季節商材の売上不振や消費
税率引き上げによる消費マインドの低下、新型コロナウイルスの感染拡大の
影響による消費行動の変化、化粧品等の高付加価値商品の落ち込み、訪日外
国人の減少等もあり厳しい状況が続きましたが、チェーンストア能力向上へ
の積極的な取り組み、ＩＴ活用による業務の合理化、効率化など生産性向上
による収益確保に努めてまいりました。
調剤事業におきましては、昨年の診療報酬改定への対応が進み、ジェネリ

ック使用率も向上するなど収益は改善し、また、地域連携などの取り組みも
進捗させることができ、健康サポート薬局は54店舗となりました。
　その結果、ドラッグストア・調剤事業として、当連結会計年度の既存店売
上高増収率は△0.4％、売上高は400,645百万円（前年同期比0.8％増）、セ
グメント利益（営業利益）は13,259百万円（同3.2％増）となりました。
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[国内店舗数の推移]
2019年４月１日
期首時点の総店舗数 出店 退店 業態変更 2020年３月31日

現在の総店舗数
ドラッグストア店舗数 1,172 +29 △54 △2 1,145
（内、調剤併設店舗数) (110) (+7) (△1) (△2) (114)
調剤専門店舗数 182 +19 △3 +2 200

総店舗数 1,354 +48 △57 － 1,345
(内、調剤取扱) （292） (+26) (△4) (－) (314)

業態変更：ドラッグストア店舗から調剤専門店舗への変更（または調剤専門店舗からドラッグ
ストア店舗への変更）

　
[国内地域別店舗分布状況（2020年３月31日現在）]
地域 店舗数 地域 店舗数 地域 店舗数 地域 店舗数

北海道 31 山梨県 2 鳥取県 12 熊本県 15
宮城県 5 長野県 1 島根県 9 大分県 5
山形県 1 岐阜県 11 岡山県 8 沖縄県 7
福島県 3 静岡県 35 広島県 26
茨城県 4 愛知県 102 山口県 72
栃木県 7 三重県 59 徳島県 5
群馬県 1 滋賀県 6 香川県 6
埼玉県 40 京都府 45 愛媛県 4
千葉県 26 大阪府 181 高知県 3
東京都 252 兵庫県 101 福岡県 54
神奈川県 63 奈良県 36 佐賀県 2
新潟県 59 和歌山県 28 長崎県 18 合計 1,345
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（商品販売状況）
ヘルス＆ビューティカテゴリーにおける付加価値商品への一層の取り組み
を推進しておりましたが、新型コロナウイルス感染拡大による国内需要減少
や訪日外国人減少の影響を受け、保健栄養剤や目薬、健康食品、カウンセリ
ング化粧品等が大幅な売上縮小となり、また気候の影響により夏物商材や風
邪薬、花粉関連商品を中心とする季節商品が苦戦いたしました。その結果、
一般用医薬品の売上高は51,466百万円（前年同期比2.5％減）、健康食品の売
上高は10,243百万円（同6.1％減）、化粧品の売上高は105,781百万円（同
2.1％減）となりました。
また、第４四半期における新型コロナウイルス感染拡大の影響により、日
用雑貨カテゴリーの台所洗剤や家庭紙、衛生品カテゴリーのマスク、食品カ
テゴリーのインスタント食品などの売上が大幅に増加し、カテゴリーの年間
実績を押し上げました。その結果、日用雑貨の売上高は49,337百万円（同
3.2％増）、衛生品の売上高は42,449百万円（同5.4％増）、食品の売上高は
40,074百万円（同1.2％増）となりました。また卸売につきましては取引先
店舗数の減少等により37,024百万円（同5.7％減）になりました。

区分
前連結会計年度 当連結会計年度
2019年3月期 2020年3月期

金額(百万円) 構成比(%) 金額(百万円) 構成比(%) 前期比(%)

ドラッグ
ストア
・調剤事
業

医薬品 111,522 31.1 115,734 31.8 103.8
一般用医薬品 52,811 14.7 51,466 14.2 97.5
調剤 58,710 16.4 64,267 17.7 109.5
化粧品 108,036 30.2 105,781 29.1 97.9
健康食品 10,906 3.1 10,243 2.8 93.9
衛生品 40,269 11.2 42,449 11.7 105.4
日用雑貨 47,796 13.3 49,337 13.6 103.2
食品 39,615 11.1 40,074 11.0 101.2
全店計 358,147 100.0 363,620 100.0 101.5
卸売 39,256 － 37,024 － 94.3

小 計 397,403 － 400,645 － 100.8
介護事業 3,166 － 3,254 － 102.8
セグメント間消去 (10) － (24) － －

合 計 400,559 － 403,875 － 100.8
　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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②介護事業
当社は、地域包括ケア構想における多職種連携の中心的存在となることを
目指し、ココカラファイングループのドラッグストア・調剤事業と連携を強
化し、安心・安全なサービス提供体制のもと、人によるサービス価値の向上
に努めております。当連結会計年度におきましては、在宅療養を支える機能
を強化するため、調剤・介護・看護サービスのよりシームレスな提供への取
り組みと、デイサービスの大規模化・リハビリマシンの機能追加への積極的
な設備投資、居宅支援・訪問介護・訪問看護に携わる人材確保への投資、組
織運営の更なる効率化に取り組みました。その結果、介護事業として、当連
結会計年度の売上高は、3,254百万円（前年同期比2.8％増）、セグメント利
益（営業利益）は59百万円（同21.5％増）となりました。

以上の結果、当連結会計年度の連結業績は、売上高403,875百万円（前年同
期比0.8％増）、営業利益13,336百万円（同3.3％増）、経常利益15,626百万円
（同2.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益8,270百万円（同9.7％減）と
なりました。

(2) 今後の見通し
ドラッグストア業界におきましては、同業他社との出店競争や業態を超えた
競争環境の激化、人手不足による人件費・物流費の高騰により、経営環境の厳
しさが続いております。また、ドラッグストア各社が生き残りをかけた差別化
戦略を推進する中、業界再編を通じた上位企業の寡占化が進行しております。
一方、日本の社会保障費が増大する中、ドラッグストア業界は、地域包括ケア
システム構築の重要な役割を担うことが期待されております。
　当社は、このようなドラッグストア業界の大変革を飛躍に向けた成長機会と
捉え、国内で売上高１兆円、3,000店舗を有する地域社会に必要なヘルスケア
インフラ企業となることを目指し、株式会社マツモトキヨシホールディングス
との経営統合の協議を進めております。
　2021年３月期の見通しにつきましては、2020年４月に診療報酬改定に伴う
薬価引き下げや報酬体系の見直しが実施されたことに加え、新型コロナウイル
スの世界的な感染拡大による経済活動の停滞、一部店舗の営業時間短縮、営業
休止、外出自粛による消費マインドの低下や消費行動の変化等に伴う高付加価
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値商品の落ち込み、国内インバウンド需要の低迷等、厳しい状況で推移するこ
とが予測されます。このような状況下、中核事業であるドラッグストア・調剤
事業を中心に、以下の施策を推進することで、お客様へのサービスや利便性を
徹底的に高めると同時に、高収益グループへの変革を着実に推進し、持続的成
長を実現させてまいります。
①株式会社マツモトキヨシホールディングスとの経営統合の一環として2020年
１月31日に締結した資本業務提携契約に基づき、商品等の共同開発・共同仕
入れ等、様々な取り組みを進め、早期のシナジー実現に努めてまいります。
2021年３月期の見通しにおきましては、下期シナジー額として、経常利益約
40億円の増益を見込んでおります。

②新型コロナウイルスの感染が拡大する中、医薬品や衛生品、食品の供給を行
うことのできる地域社会のヘルスケアインフラとして、地域のお客様のご期
待にお応えできるよう努めてまいります。しかしながら、現時点でサプライ
チェーンの停滞による商品供給の遅延リスクや、国内での個人消費低迷およ
び訪日外国人を含めた来店客の減少等が想定され、影響額として上期を中心
に経常利益約35億円の減益を見込んでおります。（本見通しは新型コロナウ
イルスの感染拡大の影響が上期まで継続し、徐々に回復すると仮定したもの
であり、終息時期によって変動する可能性があります。）
③新規出店につきましては、ヘルス＆ビューティーの専門性に加え利便性を高
めた都市型生活対応店舗や調剤店舗の拡充を中心に82店舗、退店は30店舗を
計画しております。新規出店による各エリアでのドミナント強化により事業
規模の拡大と収益改善を目指してまいります。
④稼働会員数734万人以上のココカラクラブカードやダウンロード数199万件
に達したスマートフォン用「ココカラ公式アプリ」、ＳＮＳや共通ポイントを
活用した全方位営業によって顧客数の最大化を図ります。
⑤調剤事業における多様な医療ニーズ・診療報酬改定への対応、地域の方々の
健康増進を支援する「健康サポート薬局」づくり、「かかりつけ薬剤師」の育
成を進め、質の向上を追求します。また、処方箋の画像送信による調剤受付
機能を持つ「ココカラファインお薬手帳アプリ」の更なる新規利用者獲得や、
国家戦略特区で認定を取得し取り組みを進めている遠隔服薬指導等、ＩＣＴ
を活用し患者様の利便性を高める取り組みを強化してまいります。
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⑥持続的成長を支える経営基盤強化のため、積極的なシステム投資・活用を継
続いたします。前年度に全店に導入したタブレット型ＰＯＳレジ、調剤事業
におけるレセコン（診療報酬明細書作成等をするシステム）を活用し、店舗
オペレーションの効率化・生産性の向上を図ります。また、企業全体の状況
を正確かつ迅速に把握し経営戦略に反映させるための基幹システム刷新や効
率的な物流システムの構築を目的とした物流センターの自社化を進めてまい
ります。

上記施策を進めてまいりますが、今後も新型コロナウイルスの影響は不透明な
状況が続くと予想されます。当社グループへの影響を見極めながら、環境変化に
対し迅速かつ柔軟に必要な対応ができるように施策を変化させてまいります。

(3) 設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資は、48店舗の新規出店、既存店舗の改装などによ

り総額9,708百万円となりました。

(4) 資金調達の状況
当連結会計年度の設備投資に伴う資金調達は、全額自己資金で賄っておりま

す。

(5) 対処すべき課題
当社は「人々のココロとカラダの健康を追求し、地域社会に貢献する」とい
う経営理念のもと、グループ全社が一体となってお客様へのサービスや利便性
を徹底的に高めると同時に、高収益体質への変革を推進しております。ドラッ
グストア・調剤事業を中心に、以下の重点課題に取り組んでまいります。
①調剤事業の規模拡大と質の追求
　 新規出店・既存ドラッグストアの調剤併設化・Ｍ＆Ａにより調剤事業を強
化・拡大するとともに、多様な医療ニーズ・診療報酬改定に対応し地域の
方々の健康維持・増進を支援する「健康サポート薬局」を100店舗体制とす
ることを目指し、「かかりつけ薬剤師」の育成等を通じて調剤事業の「質」を
追求してまいります。
②三大都市圏を中心とした市場シェア拡大
　 経済集積と人口集中が進んだ東名阪、三大都市圏を中心に出店を強化し、
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地域に密着した店舗運営や地域ドミナントを進めてまいります。
③ＩＣＴを積極活用した顧客接点強化とサービスの高度化
　 顧客接点の強化や更なるサービスの高度化のため、ＩＣＴに積極的な投資
を行います。同業他社の競合状況やＥＣ拡大等による購買チャネルの多様化
がいっそう激しくなる中、お客様一人ひとりのニーズに応えられる仕組みを
構築し、店舗とお客様の距離を縮め、地域密着型ドラッグストアとして付加
価値の高い運営を推進いたします。

④物流・店舗オペレーションの効率化を軸にした流通全体の最適化
　 店舗数・業態・売場面積など、地域における当社の立地特性に応じた最適
な物流体制を構築いたします。また、店舗業務の最適化、標準化に加え、
ＩＣＴの活用により店舗オペレーションを効率化いたします。効率化により
得られた時間をカウンセリング販売に充てる等、更なる付加価値力を高め、
高収益体質を確立いたします。
⑤市場環境の変化に対応した迅速かつ正確な経営判断、および経営の見える化
推進
　 規模が拡大し市場環境も目まぐるしく変化する中、素早く環境変化を察知
すること、また最適な判断を下すことが経営に求められています。正確でス
ピーディな経営判断ができる基幹システムを構築し、グループ全体の経営管
理を強化いたします。
⑥ヘルスケアネットワークの構築を通じた地域社会への貢献
　 高齢化によって多様化する医療ニーズに、地域全体で協力しながら対応し
ていくことが求められております。当社のドラッグストアや調剤薬局がその
中心拠点となり、医療・介護に携わる多職種連携や業務提携による他企業と
の協働により在宅医療・介護を一体的に提供する「ヘルスケアネットワーク」
の構築を推進してまいります。
⑦美と健康の分野のアジアNo.１を目指して
　 国内で売上高１兆円、3,000店舗を有する地域社会に必要なヘルスケアイ
ンフラ企業となることを目指し、株式会社マツモトキヨシホールディングス
との経営統合の協議を進めております。また、経営統合の一環として2020年
１月31日に締結した資本業務提携契約に基づき、商品等の共同開発・共同仕
入れ等、様々な取り組みを進め、早期のシナジー実現に努めてまいります。
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売上高（単位：百万円） 経常利益（単位：百万円） 親会社株主に帰属する
当期純利益 （単位：百万円）

2020/3 2020/32020/3 2019/32017/3 2018/32019/32017/3 2018/3 2019/32017/3 2018/3

377,203 390,963 400,559

12,507

16,019 15,233 7,037

9,067 9,158
403,875

15,626 8,270

(6) 財産および損益の状況の推移

区 分
第９期

〔2016.４.１から
2017.３.31まで〕

第10期

〔2017.４.１から
2018.３.31まで〕

第11期

〔2018.４.１から
2019.３.31まで〕

第12期

〔2019.４.１から
2020.３.31まで〕
（当期）

売 上 高（百万円) 377,203 390,963 400,559 403,875
営業利益（百万円) 10,159 13,712 12,915 13,336
経常利益（百万円) 12,507 16,019 15,233 15,626
親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円) 7,037 9,067 9,158 8,270
１株当たり当期純利益（円) 286.80 376.41 381.27 344.06
総 資 産（百万円) 146,963 158,177 172,727 208,298
純 資 産（百万円) 83,237 87,810 95,081 139,653
１株当たり純資産額（円) 3,392.37 3,655.55 3,958.25 4,661.28
（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数（自己株式を控除した株式数）によ

り算出しております。
　 ２．第10期より１株あたり当期純利益を算定するための普通株式の期中平均株式数および

１株当たり純資産額を算定するための普通株式の期末発行済株式総数について、「株式
付与ＥＳＯＰ信託」が所有する当社株式の数を控除しております。

　 ３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16
日）を第11期の期首から適用しており、第10期に係る総資産については、当該会計基
準を遡って適用した後の金額となります。

　[財産および損益の状況の推移グラフ]
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(7) 重要な親会社および子会社の状況
①親会社との関係
該当事項はありません。

②重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

株式会社ココカラファイン ヘルスケア 50百万円 100% ドラッグストアおよび調剤を主
体とした薬局を営む小売業

株式会社ファインケア 10百万円 100% 介護施設の運営

株式会社岩崎宏健堂 30百万円 100% ドラッグストアを主体とした薬
局を営む小売業

株式会社ココカラファイン アソシエ 10百万円 100% 店舗運営サポート事業
事務サポート事業

株式会社ココカラファイン ソレイユ 10百万円 100% 店舗運営サポート事業
事務サポート事業

株式会社愛安住 10百万円 100%
管理医療機器、(特定)福祉用具、(特
定)介護予防福祉用具の販売および賃
貸業

株式会社シーエフエナジー 50百万円 100% 電力等のエネルギー商品の調達、
供給、販売事業

株式会社ココカラファイン フリュアヴァンス 10百万円 100%
物流センターの管理・運営およ
び物流業務の受託ならびに物流
情報の収集処理業務

株式会社小石川薬局 10百万円 100% 調剤を主体とした薬局を営む小
売業

有限会社フライト ３百万円 100% 調剤を主体とした薬局を営む小
売業

株式会社福永薬局 ３百万円 100% 調剤を主体とした薬局を営む小
売業

有限会社薬宝商事 ５百万円 100% 調剤を主体とした薬局を営む小
売業

（注）１．当社グループは、2020年３月31日現在、当社、上記子会社12社のほか、関連会
社２社により構成されており、医薬品、化粧品、日用雑貨等の店頭販売および薬
局の経営を主たる事業としております。

　 ２．有限会社フライトは、2020年４月１日付にて株式会社ココカラファイン ヘルス
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ケアに統合しております。
③事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。

(8) 主要な事業内容（2020年３月31日現在）
当社グループは、薬局の経営ならびに医薬品、化粧品、日用雑貨等の販売事
業および介護事業を行っております。

　(9) 主要な営業所（2020年３月31日現在）
　 株式会社ココカラファイン

本 社 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目17番６号
　 株式会社ココカラファイン ヘルスケア

本 社 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目17番６号
直 営 店 1,267店舗

　 株式会社ファインケア
本 社 埼玉県さいたま市南区文蔵二丁目２番１号
介 護 施 設 27拠点

　 株式会社岩崎宏健堂
本 社 山口県周南市下一の井手5636-5
直 営 店 65店舗

　 株式会社ココカラファイン アソシエ
本 社 東京都府中市美好町二丁目12番２号

　 株式会社ココカラファイン ソレイユ
本 社 東京都府中市美好町二丁目12番２号

　 株式会社愛安住
本 社 三重県伊賀市大野木2112番地の28
事 業 所 13拠点

　 株式会社シーエフエナジー
本 社 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目17番６号

　 株式会社ココカラファイン フリュアヴァンス
本 社 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目17番６号
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　 株式会社小石川薬局
本 社 東京都新宿区西新宿一丁目西口地下街１号
直 営 店 １店舗

　 有限会社フライト
本 社 札幌市中央区南三条西一丁目３番地４
直 営 店 ５店舗

　 株式会社福永薬局
本 社 熊本県宇土市本町六丁目24番地
直 営 店 ６店舗

　 有限会社薬宝商事
本 社 神奈川県川崎市麻生区上麻生一丁目９番10号
直 営 店 ２店舗

(10) 従業員の状況（2020年３月31日現在）
①企業集団の従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減
6,429名 (6,556名) 152名増 (66名減)

（注）従業員数は、就業人員であり、( )内にパートタイマーおよびアルバイト(１日８時間
換算）を外数で記載しております。

②当社の従業員の状況
従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢

257名(20名) 　 ９名増(１名増) 46.9歳
（注）従業員数は、就業人員であり、( )内にパートタイマーおよびアルバイト(１日８時間

換算）を外数で記載しております。

(11) 主要な借入先および借入額（2020年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株式会社三井住友銀行 100百万円
株式会社みずほ銀行 100百万円
株式会社三菱UFJ銀行 100百万円
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(12) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

２．会社の株式に関する事項（2020年3月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 普通株式 100,000,000株
(2) 発行済株式の総数 普通株式 31,412,085株 (自己株式1,378,020株を含む。)
(3) 単元株式数 100株
(4) 当期末株主数 6,150名
　(5) 上位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持株比率
株式会社マツモトキヨシホールディングス 6,006,908株 20.00％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（管理信託口・７９２０８） 1,683,240株 5.60％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,017,700株 3.38％
コ コ カ ラ フ ァ イ ン 従 業 員 持 株 会 892,730株 2.97％
セ ガ ミ 不 動 産 株 式 会 社 835,920株 2.78％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 698,900株 2.32％
第 一 三 共 ヘ ル ス ケ ア 株 式 会 社 605,017株 2.01％
齊 藤 眞 由 美 578,004株 1.92％
ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ ＪＰＲＤ ＡＣ ＩＳＧ （ＦＥ－ＡＣ） 504,733株 1.68％
興 和 株 式 会 社 500,000株 1.66％
（注）当社は自己株式1,378,020株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。なお、自己株式には、株式
付与ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式（73,861株）を含めておりません。

(6) その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。

３．会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当社役員が保有している新株予約権の状況
　該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に使用人等に交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
(1) 取締役の氏名等
地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 塚 本 厚 志 株式会社ココカラファイン ヘルスケア 代表取締役社長
株式会社ＷＩＮドラッグ 取締役

取 締 役 副 社 長 山 本 剛

管理本部長 経営戦略室担当
株式会社ココカラファイン ヘルスケア 取締役
株式会社ファインケア 取締役
株式会社岩崎宏健堂 取締役
株式会社ココカラファイン アソシエ 取締役
株式会社ココカラファイン ソレイユ 取締役
株式会社愛安住 取締役

取 締 役 冨 田 孝 行 常務執行役員 営業担当

取 締 役 谷 間 真
株式会社セントリス・コーポレートアドバイザリー 代表取締役
株式会社バルニバービ 社外取締役
株式会社キャリア 社外取締役
株式会社ザッパラス 社外取締役 監査等委員

取 締 役 河 合 順 子 株式会社鎌倉新書 監査等委員である取締役

取 締 役
（常勤監査等委員） 坂 本 朗 株式会社ココカラファイン ヘルスケア 監査役

取 締 役
（監査等委員） 鳥 居 明 鳥居公認会計士事務所 代表

株式会社エイアンドティー 監査等委員である取締役

取 締 役
（監査等委員） 橋 本 学

（注）１．取締役 谷間 真氏、河合順子氏、監査等委員である取締役 坂本 朗氏、鳥居 明氏
および橋本 学氏は社外取締役であります。

２．取締役 谷間 真氏、河合順子氏、監査等委員である取締役 坂本 朗氏、鳥居 明氏
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および橋本 学氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引
所に届け出ております。

３．監査等委員である取締役 坂本 朗氏は常勤の監査等委員であります。
当社は、情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、
常勤の監査等委員を置いております。

４．監査等委員である取締役 坂本 朗氏は、金融機関における長年の経験があり、財
務および会計に関する相当程度の知見を有しております。

５．監査等委員である取締役 鳥居 明氏は、公認会計士の資格を有しており、財務お
よび会計に関する相当程度の知見を有しております。

６．監査等委員である取締役 橋本 学氏は、金融機関における長年の経験があり、財
務および会計に関する相当程度の知見を有しております。

７．取締役 柴田 透氏は、2019年６月26日開催の第11回定時株主総会終結の時をも
って、任期満了により取締役を退任いたしました。

(2) 取締役の報酬等
　①取締役の報酬等の総額
区 分 人 員 報酬等の額 摘 要
取 締 役
（監査等委員を除く） ６名 175百万円 (うち社外取締役２名８百万円)
取 締 役
（監査等委員） ３名 19百万円 (うち社外取締役３名19百万円)
合 計 ９名 194百万円

②役員報酬の方針等
　 イ．役員報酬の基本方針

当社は、従前の固定報酬主体の報酬体系から、業績に連動するインセ
ンティブ報酬の比重を高めることにより、株主の皆さまと価値を共有す
ることを役員報酬の方針としております。

　 ロ．報酬構成等
取締役の報酬は、固定給としての基本報酬、単年度の業績達成度に連
動する年次インセンティブ報酬、中期経営計画に定める業績達成度に連
動する中長期インセンティブ報酬から構成されます。ただし、社外取締
役および監査等委員である取締役の報酬は、その役割に鑑み基本報酬の
みといたします。
年次インセンティブ報酬は、全社連結業績評価、担当部門業績評価等
が支給額決定の基礎となります。このうち大きな比重を占めるのは全社
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連結業績であり、評価指標は連結経常利益およびＲＯＡ等を用います。
年次インセンティブ報酬は、業績達成度に応じて０～200％の範囲で変
動いたします。
中長期インセンティブ報酬は業績連動型株式報酬とし、中期経営計画
対象期間中に、取締役会の決定により３年以上５年以内の評価期間を設
定し、当該期間の終了後、評価期間の業績達成度に応じて一定の算定方
法により交付株式数を決定し、同株式数の50％に相当する当社普通株式
を交付するとともに、残りの株式数に相当する当社普通株式の時価相当
額の金銭報酬を支払います。
業績達成度の評価指標は連結経常利益を用いており、交付株式数は業
績達成度等に応じて33.3％～100％の範囲で変動します。
なお、当社が各評価期間の終了後に交付・支払いする中長期インセン
ティブ報酬の総合計額は、評価期間ごとにそれぞれ2.4億円を上限とし、
交付する当社普通株式の総数は、評価期間ごとにそれぞれ２万株を上限
といたします。
当社は、本制度の下で、監査等委員以外の取締役の個別報酬等は取締
役会にて、監査等委員である取締役の報酬は監査等委員全員の協議によ
り決定いたします。
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(3) 社外役員に関する事項
①重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

該当事項はありません。
②当事業年度における主な活動状況

氏 名 地 位 主な活動状況等

谷 間 真 社外取締役
当事業年度に開催された取締役会18回全てに出席し、主に公認
会計士・税理士としての専門的知見から取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

河 合 順 子 社外取締役
2019年６月26日就任以降に開催された取締役会12回全てに出
席し、主に弁護士としての専門的知見から取締役会の意思決定
の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っておりま
す。

坂 本 朗 社外取締役
（常勤監査等委員）

当事業年度に開催された取締役会18回全て、および監査等委員
会16回全てに出席し、主に出身分野である金融機関を通じて培
った知識・見地から、適宜発言を行っております。

鳥 居 明 社外取締役
（監査等委員）

当事業年度に開催された取締役会18回全て、および監査等委員
会16回全てに出席し、主に公認会計士として培ってきた豊富な
経験・見地から、適宜発言を行っております。

橋 本 学 社外取締役
（監査等委員）

当事業年度に開催された取締役会18回全て、および監査等委員
会16回全てに出席し、主に出身分野である金融機関を通じて培
った豊富な経験・見地から、適宜発言を行っております。

（注）当社では、取締役会に出席できない社外取締役に対しても、事前の資料配布や審議事
項に関する意見聴取により、取締役会での決議・報告事項に関与できる環境を整えて
います。

③責任限定契約の内容の概要
当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）は、会社法第427条
第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約
を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金５百万円または同法第425

条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い金額としております。
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５．会計監査人の状況
(1) 名称
EY新日本有限責任監査法人

　
(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額
当事業年度に係る報酬等の額 29百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 49百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引
法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、上記金額には金融商
品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および
報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったう
えで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

　
(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
会計監査人に、会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触した行為または

公序良俗に反する行為があったと判断した場合、および職務の執行に支障があ
ると判断した場合、監査等委員会は、その事実に基づき当該会計監査人の解任
または不再任の検討を行い、解任または不再任が妥当と判断した場合は、「会計
監査人の解任または不再任」を株主総会の付議議案といたします。
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６．業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
(1)業務の適正を確保するための体制
①取締役ならびに使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保
するための体制
当社および当社子会社は、「倫理綱領」を定め、企業が存立を継続するた
めには、コンプライアンスの徹底が必要不可欠であるとの認識のもと、す
べての役員および従業員が公平で高い倫理観に基づいて行動し、「良き企業
市民」として広く社会から信頼されるよう、以下の体制にて取り組んでま
いります。
イ．当社社長を委員長とするコンプライアンス・リスクコントロール委員
会にてコンプライアンスならびにリスクに関して検討・対処し、重要
な事項については当社社長が主宰するグループ経営会議にて重ねて審
議することを中心としてコンプライアンスの推進、教育・研修を行い
ます。

ロ．当社社長直轄の内部監査室が定期的および随時に実施する内部監査を
通じて、会社の業務実施状況の実態を把握し、すべての業務が法令・
定款および社内諸規程に準拠して、適正・妥当かつ合理的に行われて
いるか、また会社の制度・組織・諸規程が妥当であるかを公正不偏に
調査・検証することにより、会社の財産の保全ならびに経営効率の向
上を図り、内部統制システムの構築・改善に努めます。

ハ．外部専門機関を通報窓口とする内部通報制度（リスクホットライン）
を設け、社内の自浄作用による問題の早期是正を図ります。
また、市民生活の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済活動や社会の
発展を妨げる反社会的勢力に対しては、毅然とした態度を貫くととも
に、あらゆる関係の排除に努めます。

ニ．取締役会の任意の諮問機関として、指名・報酬諮問委員会を設置し、
代表取締役・取締役の指名および報酬等に関する手続きの公平性・透
明性等を強化し、コーポレートガバナンスの充実を図っています。

　 指名・報酬諮問委員会は３名以上で構成し、その過半数を独立社外取
締役とするよう定めています。

　
②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
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当社は、取締役会、グループ経営会議をはじめとする重要な会議の意思
決定に係る記録や、各取締役が職務権限規程に基づいて決裁した文書等、
取締役の職務の執行に係る情報を適正に記録し、法令および文書管理規程
等に基づき、その保存媒体に応じて適正かつ確実に検索性の高い状態で保
存・管理いたします。
会社情報の適時開示体制については、東京証券取引所に対して適時開示
体制の概要を公表するとともに、「内部情報管理規程」等の規程を制定し、
組織的な対応を実施しております。

　
③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社および当社子会社は、様々な損失の危険に対して、危険の大小や発
生の可能性に応じ、事前に適正な対応策を準備する等、損失の危険を最小
限にすべく組織的な対応をとってまいります。
当社および当社子会社は、リスク管理体制の重要性を認識し、その基礎
としてコンプライアンス・リスク管理規程を定めるとともに、当社社長が
主宰するグループ経営会議やコンプライアンス・リスクコントロール委員
会において、リスク管理に関する重要事項を審議する等、リスク管理体制
の充実を図ってまいります。

　
④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社および当社子会社は、会社全体の将来ビジョンと目標を基本としつ
つ、環境変化に対応して中期経営計画および単年度経営計画を策定いたし
ます。これら経営計画を達成するため、取締役の職務権限と担当業務を明
確にし、職務執行の効率化を図ってまいります。
また、当社社長が主宰するグループ経営会議を設け、取締役会の議論を
充実させるべく事前審査を行うとともに、取締役会から委譲された権限の
範囲内で、当社の業務の執行および施策の実施等について審議し、意思決
定を行ってまいります。取締役の職務執行については、組織規程、業務分
掌規程、職務権限規程において、それぞれの責任者および責任・執行手続
きの詳細について定め、効率的に職務が執行できる体制とします。

　
⑤子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は、グループ会社管理規程にて、子会社に対する適正な経営管理を
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行うための管理体制、および報告事項等を定めております。
　

⑥監査等委員会がその職務を補助すべく使用人を置くことを求めた場合におけ
る当該使用人に関する事項および当該使用人の監査等委員でない取締役から
の独立性に関する事項
当社には、現在、監査等委員会の職務を補助すべき専任の使用人はおり
ませんが、監査等委員会から求められた場合には、監査等委員会と協議の
うえ合理的な範囲で配置することにしております。なお、当該使用人を置
いた場合には、その任命・解任・評価・人事異動・賃金の改定について監
査等委員会の同意を得ることにより、監査等委員でない取締役からの独立
性を確保するものといたします。

　
⑦監査等委員会の職務の執行について生じる費用、または債務の処理に係る方
針に関する事項
監査等委員の職務の遂行について生じる費用の前払、または償還の手続

その他の当該職務について生じる費用または償還の処理については、監査
等委員の請求等に従い速やかに処理することとしております。

　
⑧監査等委員でない取締役および使用人が監査等委員会に報告するための体
制、その他の監査等委員会への報告に関する報告体制およびその他の監査等
委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社および当社子会社の監査等委員でない取締役および使用人は、会社
に著しい損害を及ぼす恐れのある事実があることを発見したときは、法令
に従い直ちに監査等委員会に報告することにしております。
監査等委員会は、取締役会ほか重要な意思決定の過程および業務の執行

状況を把握するため、常勤監査等委員がグループ経営会議などの重要な会
議に出席し、必要に応じて監査等委員でない取締役または使用人に業務執
行状況に関する説明を求めます。また、常勤監査等委員が当社の会計監査
人から監査内容について説明を受け、情報の交換を行うなど連携を図って
おります。
また、内部通報制度による通報情報や不正事故等についても、内部監査

室長が社長および常勤監査等委員へ報告することにしております。また、
内部通報による通報を理由に通報者に不利益を課してはならないことを社
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内規程で定めております。
　
(2)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①コンプライアンス・リスク管理体制

当社は、コンプライアンス・リスク管理規程に基づき、当社社長を委員
長とするコンプライアンス・リスクコントロール委員会を当事業年度にお
いて４回開催し、グループ事業のコンプライアンス・リスクに関わる事項
について検討対処いたしました。
また、当社は同規程に基づき、内部通報窓口「リスクホットライン」を
運用しており、社内への周知およびその活用を図り、コンプライアンス・
リスクコントロール委員会にその内容が報告されております。
　

②グループ会社管理体制
当社は、グループ会社管理規程に基づき、当社社長が主宰するグループ
経営会議を当事業年度において19回開催するなどして、当社およびグルー
プ各社のガバナンス強化に努めております。また、内部監査室は監査計画
に基づき、子会社に対する監査を実施しております。

　
③取締役の職務執行について

当社は、取締役会規程や社内規程を制定し、取締役が法令・定款に則っ
て行動するよう徹底しております。取締役会を当事業年度において18回開
催し、法令または定款に定められた事項および経営上の重要事項を決定す
るとともに、業務執行に関する報告を受け、取締役の職務執行の監督を行
っております。

　
④監査等委員会の職務の執行について
　 監査等委員会を当事業年度において16回開催し、監査方針、監査計画を
協議決定の上、監査を実施しました。常勤監査等委員が取締役会やグループ
経営会議等の重要な会議へ出席するなどして情報収集に努め、必要がある場
合には意見を述べ、また代表取締役、会計監査人ならびに内部監査室との間
で定期的な情報交換を行うことで、取締役の職務執行が法令・定款に違反し
ていないか等を確認しております。
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７．株式会社の状況に関するその他の重要な事項
特記すべき事項はありません。
　

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　備 考
この事業報告に記載の金額は、注記した事項を除き表示単位未満を切り捨てて
表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

(単位：百万円)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 140,123 流 動 負 債 60,459
現 金 及 び 預 金 55,112 買 掛 金 42,771
売 掛 金 24,225 短 期 借 入 金 300
た な 卸 資 産 47,061 リ ー ス 債 務 206
未 収 入 金 11,262 未 払 法 人 税 等 2,889
そ の 他 2,463 賞 与 引 当 金 2,112
貸 倒 引 当 金 △2 ポ イ ン ト 引 当 金 3,653
固 定 資 産 68,175 そ の 他 8,525
有 形 固 定 資 産 29,231 固 定 負 債 8,186
建 物 及 び 構 築 物 12,658 株 式 給 付 引 当 金 219
土 地 10,937 リ ー ス 債 務 229
リ ー ス 資 産 438 退職給付に係る負債 4,596
そ の 他 5,196 資 産 除 去 債 務 2,052
無 形 固 定 資 産 7,445 そ の 他 1,087
の れ ん 2,579 負 債 合 計 68,645
そ の 他 4,866 純 資 産 の 部
投資その他の資産 31,498 株 主 資 本 139,859
差 入 保 証 金 7,707 資 本 金 20,184
敷 金 13,509 資 本 剰 余 金 53,751
繰 延 税 金 資 産 8,162 利 益 剰 余 金 72,359
そ の 他 2,299 自 己 株 式 △6,436
貸 倒 引 当 金 △180 その他の包括利益累計額 △206

その他有価証券評価差額金 41
退職給付に係る調整累計額 △247
純 資 産 合 計 139,653

資 産 合 計 208,298 負 債 ・ 純 資 産 合 計 208,298
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
( 2019年 ４月１日から
2020年 ３月31日まで)

(単位：百万円)
科 目 金 額

売 上 高 403,875
売 上 原 価 291,813
売 上 総 利 益 112,061

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 98,724
営 業 利 益 13,336

営 業 外 収 益
受 取 利 息 52
受 取 配 当 金 9
発 注 処 理 手 数 料 1,302
情 報 提 供 料 収 入 374
受 取 家 賃 845
固 定 資 産 受 贈 益 212
そ の 他 475 3,272

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6
賃 貸 費 用 935
そ の 他 40 983
経 常 利 益 15,626

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 106 106

特 別 損 失
賃 貸 借 契 約 解 約 損 266
固 定 資 産 売 却 損 2
固 定 資 産 除 却 損 122
減 損 損 失 1,851
投 資 有 価 証 券 評 価 損 384
そ の 他 133 2,760

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 12,971
　法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,114
　法 人 税 等 調 整 額 △413 4,701
当 期 純 利 益 8,270
　非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 －
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 8,270

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
( 2019年 ４月１日から
2020年 ３月31日まで)

(単位：百万円)
株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
2019年４月１日期首残高 1,000 34,566 66,063 △6,434 95,196
連結会計年度中の変動額
新 株 の 発 行 19,184 19,184 38,369
剰 余 金 の 配 当 △1,927 △1,927
親会社株主に帰属する当期純利益 8,270 8,270
連 結 範 囲 の 変 動 △46 △46
自 己 株 式 の 取 得 △2 △2
自 己 株 式 の 処 分 0 0
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 19,184 19,184 6,296 △2 44,663
2020年３月31日残高 20,184 53,751 72,359 △6,436 139,859

その他の包括利益累計額 純資産合計その他有価証券評価差額金 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計
2019年４月１日期首残高 108 △222 △114 95,081
連結会計年度中の変動額
新 株 の 発 行 38,369
剰 余 金 の 配 当 △1,927
親会社株主に帰属する当期純利益 8,270
連 結 範 囲 の 変 動 △46
自 己 株 式 の 取 得 △2
自 己 株 式 の 処 分 0
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額) △66 △24 △91 △91

連結会計年度中の変動額合計 △66 △24 △91 44,571
2020年３月31日残高 41 △247 △206 139,653
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

2020年５月22日
株式会社ココカラファイン
　取締役会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員公認会計士 滑川 雅臣 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員公認会計士 神前 泰洋 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社ココカラファインの2019年４月１日
から2020年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社ココカラファイン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

(単位：百万円)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 93,657 流 動 負 債 1,563
現 金 及 び 預 金 50,554 短 期 借 入 金 300
前 払 費 用 147 未 払 金 337
未 収 入 金 1,522 リ ー ス 債 務 0
関 係 会 社 預 け 金 41,244 未 払 費 用 146
そ の 他 188 未 払 法 人 税 等 255
固 定 資 産 8,419 未 払 消 費 税 等 102
有 形 固 定 資 産 82 預 り 金 14
建 物 22 関 係 会 社 預 り 金 211
工具、器具及び備品 59 賞 与 引 当 金 120
リ ー ス 資 産 0 そ の 他 74
無 形 固 定 資 産 3,225 固 定 負 債 633
商 標 権 9 退 職 給 付 引 当 金 340
ソ フ ト ウ ェ ア 3,216 株 式 給 付 引 当 金 58
投資その他の資産 5,110 そ の 他 234
投 資 有 価 証 券 365 負 債 合 計 2,197
関 係 会 社 株 式 4,290 純 資 産 の 部
長 期 前 払 費 用 92 株 主 資 本 99,879
繰 延 税 金 資 産 283 資 本 金 20,184
そ の 他 79 資 本 剰 余 金 67,389
貸 倒 引 当 金 △2 資 本 準 備 金 19,434

その他資本剰余金 47,954
利 益 剰 余 金 18,741
その他利益剰余金 18,741
繰 越利益剰余金 18,741

自 己 株 式 △6,436
純 資 産 合 計 99,879

資 産 合 計 102,076 負 債 ・ 純 資 産 合 計 102,076
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
( 2019年 ４月１日から
2020年 ３月31日まで)

(単位：百万円)
科 目 金 額

営 業 収 益 8,921
営 業 費 用 4,357
営 業 利 益 4,563
営 業 外 収 益
受 取 利 息 44
受 取 配 当 金 1
受 取 家 賃 66
そ の 他 12 124

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1
賃 貸 費 用 66
そ の 他 1 70
経 常 利 益 4,618

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0
関 係 会 社 株 式 売 却 損 4
投 資 有 価 証 券 評 価 損 384
関 係 会 社 株 式 評 価 損 104 494
税 引 前 当 期 純 利 益 4,124
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 83
法 人 税 等 調 整 額 △98 △14
当 期 純 利 益 4,138

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
( 2019年 ４月１日から
2020年 ３月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計繰 越 利 益
剰 余 金

2019年４月１日期首残高 1,000 250 47,954 48,204 16,530 16,530
事業年度中の変動額
新 株 の 発 行 19,184 19,184 19,184
剰 余 金 の 配 当 △1,927 △1,927
当 期 純 利 益 4,138 4,138
自己株式の取得
自己株式の処分
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 19,184 19,184 － 19,184 2,211 2,211
2020年３月31日残高 20,184 19,434 47,954 67,389 18,741 18,741

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計自己株式 株主資本

合計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
2019年４月１日期首残高 △6,434 59,300 － － 59,300
事業年度中の変動額
新 株 の 発 行 38,369 38,369
剰 余 金 の 配 当 △1,927 △1,927
当 期 純 利 益 4,138 4,138
自己株式の取得 △2 △2 △2
自己株式の処分 0 0 0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) － － －

事業年度中の変動額合計 △2 40,578 － － 40,578
2020年３月31日残高 △6,436 99,879 － － 99,879
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

2020年５月22日
株式会社ココカラファイン
　取締役会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員公認会計士 滑川 雅臣 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員公認会計士 神前 泰洋 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ココカラファインの2019年４
月１日から2020年３月31日までの第12期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本
監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第12期事業年度における取締役の職務の執
行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１． 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並
びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構
築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下
記の方法で監査を実施しました。

　 ①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に
出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、
子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

　 ②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる
事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２． 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　 2020年５月25日
　 株式会社ココカラファイン 監査等委員会

　常勤監査等委員 坂本 朗 ㊞
監 査 等 委 員 鳥居 明 ㊞
監 査 等 委 員 橋本 学 ㊞

(注) 監査等委員３名全員は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。
　

以 上
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株主総会参考書類
議案および参考事項
　 第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様への利益還元策として安定した配当の継続を最重点にお
き、合わせて将来の事業展開と経営体質強化のため、内部留保の確保に努める
ことを利益配分の基本方針としております。安定配当・内部留保の水準等を総
合的に勘案して、１株につき50円といたしたいと存じます。
これにより、当期の年間配当金は、先に実施しました中間配当金42円を含

め、１株につき92円となります。
　

　 期末配当に関する事項
（１）配当財産の種類
　 金銭といたします。
（２）配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式 １株につき金50円
配当総額 1,501,703,250円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
　 2020年６月26日
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　 第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）５名

全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役５名の選任
をお願いするものであります。
なお、監査等委員会における検討の結果、本議案に関する特段の指摘事項は
ございませんでした。取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 つか もと あつ し

１ 塚 本 厚 志 （1962年11月４日生） 所有する当社株式の数 33,503 株
■ 略歴、当社における地位および担当ならびに重要な兼職の状況

再 任

1985年４月 株式会社セイジョー 入社
1996年12月 同社 取締役支店部長
1999年７月 同社 取締役営業部長
2001年12月 同社 常務取締役営業本部長
2002年12月 同社 代表取締役社長
2008年４月 当社 代表取締役社長（現任）
2013年４月 株式会社ココカラファイン ヘルスケア 取締役
2014年５月 株式会社ＷＩＮドラッグ 代表取締役社長
2016年４月 株式会社ココカラファイン ヘルスケア 代表取締役社長（現任）
2018年５月 株式会社ＷＩＮドラッグ 取締役（現任）
2020年４月 株式会社ＣＦＩＺ 取締役（現任）
〔重要な兼職の状況〕
　株式会社ココカラファイン ヘルスケア 代表取締役社長
　株式会社ＷＩＮドラッグ 取締役
株式会社ＣＦＩＺ 取締役

　
■取締役候補者とした理由
　塚本厚志氏は、30年以上にわたり薬局事業・小売事業に携わるとともに、20年以上にわたり当社
および当社グループ会社の取締役、代表取締役を務めており、現場を熟知した経営者として豊富な経
験・実績・見識による優れた経営判断能力・リスク判断能力を有しております。また、前期において
は、強力なリーダーシップのもと、業界再編に一石を投じる大型の経営統合に道筋を付けました。当
社グループの経営の推進とコーポレートガバナンス強化に適任であると判断し、取締役候補者といた
しました。
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候補者番号 やま もと つよし

２ 山 本 剛 （1966年４月25日生） 所有する当社株式の数 1,175 株
■ 略歴、当社における地位および担当ならびに重要な兼職の状況

再 任

1990年４月 株式会社富士銀行（現 株式会社みずほ銀行） 入社
1998年５月 同行 大阪営業第１部部長代理
2001年５月 みずほ証券株式会社 アドバイザリー第３部部長代理
2011年７月 株式会社みずほ銀行 ALCソリューション部次長
2014年４月 みずほコーポレートアドバイザリー株式会社

（現 株式会社みずほ銀行） 営業本部部長
2015年11月 同社 マネージングディレクター
2016年５月 当社 顧問
2016年６月 当社 常務執行役員経営戦略本部 経営戦略・財務担当
2017年４月 当社 常務執行役員企画開発担当 兼 経営戦略本部財務部長
2017年６月 当社 取締役企画開発担当 兼 経営戦略本部財務部長
2017年12月 一般財団法人 佐々木泰樹育英会 評議委員（現任）
2019年４月 当社 取締役副社長管理本部長 兼 経営戦略室長

株式会社ココカラファイン ヘルスケア 取締役（現任）
株式会社ファインケア 取締役（現任）
株式会社岩崎宏健堂 取締役（現任）
株式会社ココカラファイン アソシエ 取締役（現任）
株式会社ココカラファイン ソレイユ 取締役（現任）

2019年６月 当社 取締役副社長管理本部長 経営戦略室担当（現任）
2019年11月 株式会社愛安住 取締役（現任）
〔重要な兼職の状況〕
　株式会社ココカラファイン ヘルスケア 取締役
　株式会社ファインケア 取締役
　株式会社岩崎宏健堂 取締役
　株式会社ココカラファイン アソシエ 取締役
　株式会社ココカラファイン ソレイユ 取締役
　株式会社愛安住 取締役

　
■取締役候補者とした理由
　山本剛氏は、長年にわたり金融機関において主として小売業界およびヘルスケア業界の事業再編・
資本政策・財務戦略・Ｍ＆Ａ等のアドバイスに携わり、当該分野での専門的知見を有しております。
これら専門的知見のもと、当社においてもこれまで多数のＭ＆Ａや当社グループ内再編、他社との戦
略的提携等を実現しており、また当社の財務部長・経営戦略室長・管理本部長を歴任したことによる
豊富な知識・経験に基づく優れた経営判断能力・リスク判断能力を有しております。当社グループの
経営の推進とコーポレートガバナンス強化に適任であると判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者番号 わた なべ りょう いち

３ 渡 辺 玲 一 （1975年９月28日生） 所有する当社株式の数 2,802 株
■ 略歴、当社における地位および担当ならびに重要な兼職の状況

新 任

2000年４月 セガミメディクス株式会社（現 株式会社ココカラ
ファイン ヘルスケア） 入社

2013年４月 株式会社ココカラファイン ヘルスケア
調剤事業部九州エリア長

2016年10月 株式会社ココカラファイン 経営戦略本部 リーダー
2017年12月 株式会社ココカラファイン ヘルスケア

調剤事業部副部長
2018年４月 同社 調剤事業部長
2018年６月 同社 取締役調剤事業部長
2018年11月 有限会社ケイエス 代表取締役社長
2019年４月 株式会社ココカラファイン ヘルスケア

取締役調剤事業本部長（現任）
2019年10月 株式会社福永薬局 取締役（現任）

〔重要な兼職の状況〕
株式会社ココカラファイン ヘルスケア 取締役
　株式会社福永薬局 取締役

　
■取締役候補者とした理由
　渡辺玲一氏は、薬剤師資格保有のもと、約20年にわたり当社グループの中核である調剤事業に携わ
るとともに、調剤事業会社の代表取締役を務めた経験もあり、調剤事業を含むヘルスケアビジネスに
精通した経営者として、優れた経営判断能力・リスク判断能力を有しております。当社の業務執行の
管理監督および事業運営強化に適任と判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者番号 たに ま まこと

４ 谷 間 真 （1971年10月６日生） 所有する当社株式の数 0 株

■ 略歴、当社における地位および担当ならびに重要な兼職の状況

再 任

社外取締役

1996年７月 公認会計士 登録
1996年12月 税理士 登録
2004年10月 株式会社バルニバービ 社外取締役（現任）
2007年４月 株式会社関門海 代表取締役
2013年３月 株式会社セントリス・コーポレートアドバイザリー 代表取締役（現任）
2014年５月 株式会社アクリート 社外取締役
2015年12月 株式会社キャリア 社外取締役（現任）

株式会社日本医療機器開発機構 社外監査役（現任）
2016年７月 メディカルフィットネスラボラトリー株式会社

（現 ＣＡＰＳ株式会社） 社外監査役
2017年７月 株式会社ザッパラス 社外取締役 監査等委員（現任）
2018年６月 当社 社外取締役（現任）
2018年８月 メディカルフィットネスラボラトリー株式会社

（現 ＣＡＰＳ株式会社） 社外取締役（現任）
2019年12月 株式会社ミライロ 社外取締役（現任）
〔重要な兼職の状況〕
　株式会社セントリス・コーポレートアドバイザリー 代表取締役
　株式会社バルニバービ 社外取締役
　株式会社キャリア 社外取締役
　株式会社ザッパラス 社外取締役 監査等委員

　
■社外取締役候補者とした理由
　谷間真氏は、１０年以上にわたり他業の現役経営者として様々な業界で活躍されており、また公認
会計士・税理士として培われた専門的な知識・経験に基づく優れた経営判断能力・リスク判断能力を
有しておられます。また、前期においては、任意の指名・報酬諮問委員会や経営統合に向けた特別委
員会の委員としても、客観的な視点のもと、当社の企業価値向上に尽力頂きました。財務会計および
経営の専門家として、当社の業務執行の管理・監督を適切に行って頂けるものと判断し、社外取締役
候補者といたしました。
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候補者番号 かわ い じゅん こ

５ 河 合 順 子 （1974年12月10日生） 所有する当社株式の数 0 株
■ 略歴、当社における地位および担当ならびに重要な兼職の状況

再 任

社外取締役

2004年10月 弁護士登録（日本弁護士連合会、大阪弁護士会）
弁護士法人梅ヶ枝中央法律事務所 入所

2008年３月 弁護士法人梅ヶ枝中央法律事務所 パートナー（現任）
2010年９月 マスダ・フナイ・アイファード・ミッチェル法律

事務所（シカゴ） 客員弁護士
2011年７月 ニューヨーク州弁護士登録
2012年１月 君合法律事務所（北京） 客員弁護士
2015年１月 株式会社鎌倉新書 監査等委員である取締役（現任）
2018年３月 株式会社ブルーライン・パートナーズ 社外監査役 （現任）
2019年６月 当社 社外取締役（現任）

〔重要な兼職の状況〕
株式会社鎌倉新書 監査等委員である取締役

■社外取締役候補者とした理由
　河合順子氏は、弁護士として「基本的人権の擁護、社会正義を実現」に向けて日々取り組まれると
ともに、企業法務として国内外で活躍されており、そこで培われた専門的な知識・経験に基づく優れ
た経営判断能力・リスク判断能力を有しておられます。また、前期においては、任意の指名・報酬諮
問委員会の委員としても、客観的な視点のもと、当社のコンプライアンス・コーポレートガバナンス
強化に尽力頂きました。法律の専門家として、当社の業務執行の管理・監督を適切に行って頂けるも
のと判断し、社外取締役候補者といたしました。

(注) １．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．各取締役候補者の所有する当社株式数には、2020年３月31日現在におけるココカラファイン役員持
株会を通じての保有分を含めて記載しております。

３．谷間真氏および河合順子氏は社外取締役候補者であります。
　 なお、当社は谷間真氏および河合順子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同
取引所に届け出ております。

４．谷間真氏および河合順子氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、それぞれ社外取締役としての
就任期間は、本総会終結の時をもって、谷間真氏が２年、河合順子氏が１年であります。

５．当社は谷間真氏および河合順子氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、金５百万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い金額としてお
り、本総会において、谷間真氏および河合順子氏の選任が承認された場合、本契約を継続する予定で
あります。
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　 第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
監査等委員である取締役３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了とな
りますので、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 さか もと あきら

１ 坂 本 朗 （1960年10月21日生） 所有する当社株式の数 0 株
■ 略歴、当社における地位および担当ならびに重要な兼職の状況

再 任

社外取締役

1984年４月 株式会社住友銀行（現 株式会社三井住友銀行） 入行
2002年７月 同行 つつじヶ丘支店長
2004年４月 同行 小金井支店長
2006年４月 同行 上大岡支店長
2008年４月 同行 田無支店長
2010年４月 同行 船橋支店長
2012年５月 公益財団法人上原記念生命科学財団 入団
2016年４月 当社 顧問
2016年６月 当社 常勤監査等委員である取締役（現任）
2017年６月 株式会社ココカラファイン ヘルスケア 監査役（現任）

〔重要な兼職の状況〕
　株式会社ココカラファイン ヘルスケア 監査役

　
■監査等委員である社外取締役候補者とした理由
　坂本朗氏は、直接会社経営に関与したことはありませんが、長年にわたり大手金融機関に在籍し、
幅広い職務経験で培われた財務や経営に関する相当程度の知見およびリスク判断能力を有しておりま
す。また、前期においては、任意の指名・報酬諮問委員会の委員長として、その立ち上げや運営に尽
力されました。引き続き独立した立場から経営全般の監視と助言を適切に行って頂けるものと判断
し、監査等委員である社外取締役候補者といたしました。
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候補者番号 とり い あきら

２ 鳥 居 明 （1949年９月13日生） 所有する当社株式の数 0 株
■ 略歴、当社における地位および担当ならびに重要な兼職の状況

再 任

社外取締役

1975年11月 監査法人第一監査事務所（現 EY新日本有限責任監査法人） 入所
1988年７月 ＫＰＭＧニューヨーク事務所
1994年12月 センチュリー監査法人（現 EY新日本有限責任監査法人）代表社員
2000年４月 新日本監査法人（現 EY新日本有限責任監査法人）代表社員
2003年７月 あずさ監査法人（現 有限責任あずさ監査法人）代表社員
2008年４月 同所 監事
2012年７月 鳥居公認会計士事務所 設立（現任）
2014年６月 当社 社外監査役
2016年６月 当社 監査等委員である取締役（現任）
2018年３月 株式会社エイアンドティー 監査等委員である取締役

（現任）
〔重要な兼職の状況〕
　鳥居公認会計士事務所 代表
　株式会社エイアンドティー 監査等委員である取締役

　
■監査等委員である社外取締役候補者とした理由
　鳥居明氏は、社外取締役および社外監査役となること以外の方法で会社経営に関与したことはあり
ませんが、長年にわたり公認会計士として企業の監査に携わられ、そこで培われた専門的な知識・経
験に基づく優れた経営判断能力・リスク判断能力を有しておられます。財務会計および監査の専門家
として、当社の業務執行の管理・監督を適切に行って頂けるものと判断し、監査等委員である社外取
締役候補者といたしました。
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候補者番号 はし もと まなぶ

３ 橋 本 学 （1956年３月４日生） 所有する当社株式の数 0 株
■ 略歴、当社における地位および担当ならびに重要な兼職の状況

再 任

社外取締役

1979年４月 第一生命保険相互会社（現 第一生命保険株式会社） 入社
2005年４月 同社 首都圏業務推進部 部長
2007年４月 同社 営業第三部長
2008年４月 同社 総合法人第二部長
2008年６月 株式会社東京データネットワーク 社外取締役
2012年４月 第一生命保険株式会社 補佐役 兼 公法人部長
2012年６月 株式会社コーセイ 社外取締役
2014年４月 第一生命保険株式会社 補佐役 関連事業部担当
2014年６月 DIAMアセットマネジメント株式会社（現 アセットマネジメントONE株式会社） 常勤監査役
2018年４月 当社 アドバイザー
2018年６月 当社 監査等委員である取締役（現任）

　
■監査等委員である社外取締役候補者とした理由
　橋本学氏は、大手金融機関で要職を歴任され、社外取締役としての職務も経験されており、そこで
培われた専門的な知識・経験に基づく優れた経営判断能力・リスク判断能力を有しておられます。引
き続き独立した立場から、当社の業務執行の管理・監督を適切に行って頂けるものと判断し、監査等
委員である社外取締役候補者といたしました。
　
(注) １．各監査等委員である取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．坂本朗氏、鳥居明氏および橋本学氏は社外取締役候補者であります。
なお、当社は坂本朗氏、鳥居明氏および橋本学氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指
定し、同取引所に届け出ております。

３．当社は坂本朗氏、鳥居明氏および橋本学氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の
限度額は、金５百万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い金額とし
ており、本総会において、坂本朗氏、鳥居明氏および橋本学氏の選任が承認された場合、本契約を継
続する予定であります。

４．坂本朗氏、鳥居明氏および橋本学氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、そ
れぞれ監査等委員である社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって、坂本朗氏が４
年、鳥居明氏が４年、橋本学氏が２年となります。
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　 第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、
予め補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

かじ たに あつし

梶 谷 篤 （1968年７月１日生） 所有する当社株式の数 0 株
■ 略歴、当社における地位および担当ならびに重要な兼職の状況

社外取締役

2000年３月 弁護士登録（日本弁護士連合会、第一東京弁護士会）
梶谷綜合法律事務所 入所

2004年６月 株式会社ディーエムエス 社外監査役
2015年６月 同社 社外取締役（現任）
2016年６月 ＮＯＫ株式会社 社外監査役（現任）
2017年４月 第一東京弁護士会 副会長
2018年６月 イーグル工業株式会社 社外監査役（現任）
2018年７月 国立大学法人信州大学社会基盤研究所 特任教授（現任）
〔重要な兼職の状況〕
　株式会社ディーエムエス 社外取締役
　ＮＯＫ株式会社 社外監査役
　イーグル工業株式会社 社外監査役

　
■補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由
　梶谷篤氏は、長年にわたり弁護士として活躍され、上場企業の社外役員も歴任されており、そこで
培われた専門的な知識・経験に基づく優れた経営判断能力・リスク判断能力を有しておられます。法
律および経営の専門家として、当社の業務執行の管理・監督を適切に行って頂けるものと判断し、補
欠の監査等委員である社外取締役候補者といたしました。
　
(注) １．補欠の監査等委員である取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．梶谷篤氏は補欠の社外取締役候補者であります。
なお、当社は梶谷篤氏が監査等委員である社外取締役に就任した場合、同氏を東京証券取引所の定め
に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。

３．当社は梶谷篤氏が監査等委員である社外取締役に就任した場合、同氏との間で、会社法第427条第１
項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。

　 当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金５百万円または会社法第425条第１項に定める最低責
任限度額のいずれか高い金額としております。

以 上
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会場： 東京都大田区下丸子３－１－３
大田区民プラザ『大ホール』
電話(03)3750-1611

交通： 東急多摩川線「下丸子駅」下車 駅前
東急池上線「千鳥町駅」下車 徒歩７分

※なお、駐車場の準備はいたしておりませんので、あしからずご了承くださ
いますようお願い申しあげます。


